
 

 

教第63号議案 

 

神戸市教育委員会職員衛生管理規則の一部を改正する規則の制定について 

神戸市教育委員会職員衛生管理規則の一部を改正する規則を次のように制定する。 

令和元年11月22日提出 

 

 

神戸市教育委員会職員衛生管理規則の一部を改正する規則 

神戸市教育委員会職員衛生管理規則（昭和27年４月教育委員会規則第５号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第２号中「及び労働安全衛生規則」を「，労働安全衛生規則」に，「命ぜられた

者をいう。」を「命ぜられた者及び神戸市職員の勤務時間，休暇等に関する条例（平成６

年12月条例第31号）第11条の２に規定する病気休暇を与えられた者をいう。」に改める。 

  附 則 

この規則は，令和元年12月１日から施行する。 
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 神戸市教育委員会職員衛生管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年 月 日 

神戸市教育委員会       

教育長            

神戸市教育委員会規則第 号 

神戸市教育委員会職員衛生管理規則の一部を改正する規則 

神戸市教育委員会職員衛生管理規則（昭和27年４月教育委員会規則第５号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第２号中「及び労働安全衛生規則」を「，労働安全衛生規則」に，「命ぜられた

者をいう。」を「命ぜられた者及び神戸市職員の勤務時間，休暇等に関する条例（平成６

年12月条例第31号）第11条の２に規定する病気休暇を与えられた者をいう。」に改める。 

  附 則 

この規則は，令和元年12月１日から施行する。 
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（参 考） 

神戸市教育委員会職員衛生管理規則 ぬきがき 

（  は，改正部分を示す。） 

（現   行） 

（定義） 

第２条 この規則において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各

号に定めるところによる。 

⑴ 略 

⑵ 療養者 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「地

方公務員法」という。）第28条第２項第１号の事由により休

職を命ぜられた者及び労働安全衛生規則（昭和47年労働省令

第32号。以下「労働安全衛生規則」という。）第61条第１項

各号に該当し，就業の禁止を命ぜられた者をいう。 

 

 

 

（改 正 案） 

 

 

 

 

 ⑵ 療養者 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「地

方公務員法」という。）第28条第２項第１号の事由により休

職を命ぜられた者，労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第

32号。以下「労働安全衛生規則」という。）第61条第１項各

号に該当し就業の禁止を命ぜられた者及び神戸市職員の勤務

時間，休暇等に関する条例（平成６年12月条例第31号）第11

条の２に規定する病気休暇を与えられた者をいう。 
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○神戸市教育委員会職員衛生管理規則  

昭和27年４月24日  

教委規則第５号  

改正 昭和28年８月３日教委規則第11号  

昭和35年５月９日教委規則第４号  

昭和44年４月17日教委規則第７号  

昭和52年12月１日教委規則第10号  

昭和55年９月30日教委規則第７号  

昭和57年９月20日教委規則第10号  

平成21年３月27日教委規則第15号  

平成25年３月29日教委規則第11号  

（附則）  

（この規則の目的）  

第１条 この規則は，職員に対し，健康診断を実施し，就業及び療養中の衛生管理を行い，

健康保持と増進を図ることを目的とする。  

（定義）  

第２条 この規則において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。  

(１) 職員 神戸市教育委員会（以下「委員会」という。）の事務局及び委員会の所管に属

する学校その他の教育機関に勤務する者をいう。  

(２) 療養者 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「地方公務員法」という。）第

28条第２項第１号の事由により休職を命ぜられた者及び労働安全衛生規則（昭和47年労

働省令第32号。以下「労働安全衛生規則」という。）第61条第１項各号に該当し，就業

禁止を命ぜられた者をいう。  

(３) 産業医 本市に勤務する医師のうちから，教育長が選任した者をいう。  

(４) 衛生管理者 都道府県労働基準局長の衛生管理者免許を受けた職員のうちから，教育

長が選任した者をいう。  

（健康診断の種類）  

第３条 健康診断は，採用前の健康診断，定期健康診断及び臨時健康診断の３種とする。  
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（採用前の健康診断）  

第４条 採用前の健康診断は，新たに職員を採用しようとする場合に行う。  

（定期健康診断）  

第５条 定期健康診断は，毎年１回以上定期に行う。  

２ 定期健康診断の実施に関する計画は，教育長が定める。  

３ 指定の期日及び場所において健康診断を受けることができない職員はあらかじめその理

由書を所属長を経て教育長に提出し，その承認を受けなければならない。  

（臨時健康診断）  

第６条 臨時健康診断は，職員のうち必要があると認められる者につき，臨時に必要項目に

ついて行う。  

（健康診断の項目）  

第７条 採用前の健康診断及び定期健康診断は，次の項目について行う。  

(１) 労働安全衛生規則第43条各号又は第44条第１項各号に掲げる検査及び学校保健安全

法施行規則（昭和33年文部省令第18号。以下「学校保健安全法施行規則」という。）第

13条第１項に規定する検査  

(２) その他教育長が必要と認める検査  

２ 前項第１号の検査のうち労働安全衛生規則第44条第１項第３号から第５号までの検査並

びに学校保健安全法施行規則第13条第１項第１号及び第２号に規定する検査は，健康診断

実施担当者においてその必要を認めない場合又はその実施が困難である場合には，これを

省略することができる。  

（健康診断の実施）  

第８条 健康診断実施責任者は，教育長とする。  

２ 健康診断実施担当者は，職員保健の主管課長（以下「主管課長」という。）とする。  

第９条 教育長が必要と認めるときは，特定の医師を指定して健康診断を行わせることがで

きる。  

２ 健康診断を行つた医師は，健康診断の結果を主管課長を経て教育長に報告しなければな

らない。  

（健康診断事務の補助）  

第10条 主管課長は，衛生管理者又はその他適当と認められる職員を健康診断に関する事務
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を補助させることができる。  

（秘密の保持）  

第11条 健康診断の事務に従事する者は，その職務上知り得た職員の秘密を漏らしてはなら

ない。  

（健康診断結果の判定）  

第12条 採用前の健康診断を行つた医師は，健康状態を健康診断の結果に基づき，次に定め

る区分により判定する。  

甲 健康であつて就業に適する者  

乙 体質の一部に障害を認められるが，特定の業務については就業に支障がない者  

丙 体質に障害があり就業に適しない者  

２ 定期健康診断及び臨時健康診断を行つた医師は，健康に異常があると認めた職員につい

ては，別表第１に定める生活規正の面及び医療の面の区分を組み合わせて指導区分を決定

する。  

（療養者）  

第13条 療養者は，次に掲げる事項を守らねばならない。  

(１) 療養に関し教育長又は主治医の指示に従うこと。  

(２) 自ら専心療養に努めること。  

第14条 療養者が次の各号の一に該当するときは，委員会において適当と認める処分をする

ことができる。  

(１) この規則に定められてある事項に従わないとき。  

(２) 療養に関し正当な理由がなく教育長又は主治医の指示に従わないとき。  

(３) 療養に関し虚偽又は不正の行為があつたとき。  

（復職就業禁止解除後の措置）  

第15条 療養者が復職又は就業禁止の解除を命ぜられたときは，主管課長又は産業医は，職

員の健康状態を第12条第２号の規定に掲げる区分に判定する。  

（要医療者）  

第16条 要医療者は，次に掲げる事項を守らなければならない。  

(１) 治療について，教育長の指示がある場合にはこれに従うこと。  

(２) 治療について主管課長，主治医及び産業医の指導をうけること。  
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第17条 所属長は，要医療者の勤務について主管課長又は産業医の意見を聞き，疾病を悪化

させないよう留意しなければならない。  

（届出）  

第18条 職員は，労働安全衛生規則第61条第１項各号に該当したときは，所属長を経て遅滞

なくこれを教育長に届け出なければならない。  

（報告）  

第19条 所属長は，所属職員のうち，労働安全衛生規則第61条第１項各号に該当すると思わ

れる者があるとき及び傷病のため引き続き１箇月以上出勤しない職員があるときは，速や

かに教育長に報告しなければならない。  

（神戸市教育委員会職員衛生管理審査会）  

第20条 教育長は，次に掲げる決定をする場合において必要があると認めるときは，あらか

じめ執行機関の附属機関に関する条例（昭和31年11月条例第36号）別表第１号の表に規定

する神戸市教育委員会職員衛生管理審査会（以下「審査会」という。）に諮問するものと

する。  

(１) 地方公務員法第28条第１項第２号及び第２項第１号に掲げる事由に該当の有無  

(２) 労働安全衛生規則第61条第１項各号に該当の有無  

(３) 地方公務員法第28条第３項の規定に基づく休職の手続及び効果を定める条例による休

職の期間及び休職期間中における事由の消滅の有無  

(４) その他職員の衛生管理に関する事項  

第21条 審査会において，第12条第２項の規定により医師が行つた指導区分に基づき，別表

第２に定める生活規正の面及び医療の面の区分を組み合わせて決定した指導区分は，審査

委員長がこれを教育長に答申しなければならない。  

（施行の細目）  

第22条 この規則の施行に関し必要な事項は，教育長が定める。  

附 則  

１ この規則は，公布の日から施行し，昭和27年２月21日から適用する。  

２ 従前の規定により神戸市教育委員会事務局職員休養審査会の審査委員長，審査委員及び

書記を命ぜられ又は委嘱された者はこの規則により審査委員長，審査委員若しくは書記を

命ぜられ又は委嘱されたものとみなす。この場合における審査委員の任期は，第22条の規
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定にかかわらずその残任期間とする。  

３ この規則適用の日から公布の日までに従前の規定による神戸市教育委員会事務局職員休

養審査会で決定した事項は，この規則により審査会で決定されたものとみなす。  

附 則（昭和28年８月３日教委規則第11号）  

この規則は，公布の日から施行する。  

附 則（昭和35年５月９日教委規則第４号）  

この規則は，公布の日から施行し，昭和35年４月１日から適用する。  

附 則（昭和44年４月17日教委規則第７号）  

この規則は，公布の日から施行する。  

附 則（昭和52年12月１日教委規則第10号）  

この規則は，公布の日から施行する。  

附 則（昭和55年９月30日教委規則第７号）  

この規則は，昭和55年10月１日から施行する。  

附 則（昭和57年９月20日教委規則第10号）  

この規則は，昭和57年10月１日から施行する。  

附 則（平成21年３月27日教委規則第15号）  

この規則は，平成21年４月１日から施行する。  

附 則（平成25年３月29日教委規則第11号）抄  

（施行期日）  

１ この規則は，平成25年４月１日から施行する。  

別表第１（第12条関係）  

区分  内容  

生

活

規

正

の

面  

A 

（要休業）  

勤務を休む必要のあるもの  

B 

（要軽業）  

勤務に制限を加える必要のあるもの  

C 

（要注意）  

勤務をほぼ平常に行つてよいもの  

D 

（健康）  

全く平常の生活でよいもの  
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医

療

の

面  

１  

（要医療）  

医師による直接の医療行為を必要とするもの  

２  

（要観察）  

医師による直接の医療行為を必要としないが，定期的に医師の

観察指導を必要とするもの  

３  

（健康）  

医師による直接，間接の医療行為を全く必要としないもの  

別表第２（第25条関係）  

区分  内容  

生

活

規

正

の

面  

A 

（要休業）  

休暇又は休職の方法で療養のため必要期間勤務させないこと  

B 

（要軽業）  

勤務場所又は職務の変更，休暇による勤務時間の短縮等の方法

で勤務を軽減し，かつ，深夜勤務，超過勤務，休日勤務及び宿

日直勤務をさせないこと  

C 

（要注意）  

超過勤務，休日勤務及び宿日直勤務をさせないか，又はこれら

の勤務を制限すること  

D 

（健康）  

勤務に制限を加えないこと  

医

療

の

面  

１  

（要医療）  

必要な医療を受けるよう指示すること  

２  

（要観察）  

必要な検査，予防接種等を受けるよう指示すること  

３  

（健康）  

医療又は検査等の措置を必要としないこと  
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（参考 10） 

神戸市職員の勤務時間，休暇等に関する条例 ぬきがき 

（  は，改正部分を示す。） 

（現   行） 

 （週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条 略 

２～４ 略  

５ 任命権者は，職員（人事委員会規則で定める職員及び第３項の

規定の適用を受ける職員を除く。以下この条において同じ。）に

ついて，始業及び終業の時刻について職員の申告を考慮して当該

職員の勤務時間を割り振ることが公務の運営に支障がないと認め

る場合には，第２項の規定にかかわらず，人事委員会規則の定め

るところにより，職員の申告を経て，４週間を超えない範囲内で

週を単位として人事委員会規則で定める期間（以下この項及び次

項において「単位期間」という。）ごとの期間につき前条に規定

する勤務時間となるように当該職員の勤務時間を割り振ることが

できる。 

６ 略 

（休憩時間） 

第５条 任命権者は，勤務時間が６時間を超える場合においては少

なくとも45分，８時間を超える場合においては少なくとも１時間

の休憩時間を勤務時間の途中に置かなければならない。 

２ 任命権者は，別に定めるところにより，休憩時間を一斉に与え

ないことができる。 

（休暇の種類） 

第10条 職員の休暇は，年次有給休暇，病気休暇，特別休暇，介護

休暇及び介護時間とする。 

（年次有給休暇） 

第11条 略 

（病気休暇） 

第11条の２ 病気休暇は，職員が負傷又は疾病のため療養する必要

があり，その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合に

（改 正 案） 

 

 

 

                              

及び第３項の規定の適用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 任命権者は，別に定めるところにより，休憩時間を一斉に与

えないことができる。 

 

，病気休暇 

 

 

 

（病気休暇） 

第11条の２ 病気休暇は，職員が負傷又は疾病のため療養する必

要があり，その勤務しないことがやむを得ないと認められる場
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おける休暇とする。 

（特別休暇，介護休暇及び介護時間の承認） 

第14条 特別休暇（人事委員会規則で定めるものを除く。），介護休

暇及び介護時間については，人事委員会規則の定めるところによ

り，任命権者の承認を受けなければならない。 

（人事委員会規則への委任） 

第15条 略 

（会計年度任用職員の勤務時間，休日及び休暇） 

第16条 会計年度任用職員（地方公務員法第22条の２第１項第１号

及び第２号に規定する会計年度任用職員をいう。）の勤務時間，

休日，休暇については，第２条から前条（第５条を除く。）まで

の規定にかかわらず，人事 

 

合における休暇とする。 

  病気休暇，特別休暇 

第14条 病気休暇，特別休暇 

 

 

 

 

（会計年度任用職員の勤務時間，休日及び休暇） 

第16条 会計年度任用職員（法第22条の２第１項に規定する会計

年度任用職員をいう。）の勤務時間，休日及び休暇については，

第２条から前条まで（第５条を除く。）の規定にかかわらず，人

事委員会規則で定める。 

 

 

 


